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⾏政施設 学校教育施設 ⼦育て⽀援施設 市⺠⽂化施設

集会施設 社会教育施設 保健・福祉施設 医療施設

スポーツ・レクリエーション施設 その他 累積延床⾯積

築 30 年以上は全体の 61％ 人口減少等による財政構造の硬直化 

本市の公共施設を取り巻く現状は？ 

学校教育系施設が全体の 44％ 

本市はこれまで、市民サービスの向上と都市機能の充実を図るため、人口の増加に伴い、

昭和 40 年代後半から昭和 60 年にかけて市役所、学校施設、道路などの公共施設等を整備

してきました。 

市が保有する公共施設のうち、築 30 年以

上経過する施設の延床面積は 69%あり、今

後、施設の老朽化が更に進み、一斉に更新時

期を迎え、多額の維持更新費用が必要です。 

市が保有する公共施設は、120 施設あり、

延床面積の合計は約 16.2 万㎡、市民一人あ

たりの延床面積は 3.14 ㎡/人となります。 

 

本市の公共施設等の全体を把握し、長期的な視点をもって、持続可能な都市経営のため

に「阪南市公共施設等総合管理計画」を平成 28 年２月に策定しましたが、国が示す「公

共施設等総合管理計画の策定にあたっての指針」（総務省、令和４年４月改訂）等を踏ま

え、改訂しました。 

120 施設・延床面積 16.2 万㎡ 

持続可能な都市経営のために「阪南市公共施設等総合管理計画」を改訂 

建築年度別に見た施設類型別の延床面積 

築 30 年以上は全体の 69％ 

人口減少による市税収入の減少や少子高

齢化の進展に伴う義務的経費の増加などに

より、財政構造は硬直し、厳しい財政状況と

なります。 

延床面積では、小・中学校等の学校教育施

設が全体の約 44％（約 7 万㎡）と、最も大

きな割合を占めています。 

文化センター 

市民病院 

鳥取中学校 

桃の木台小学校 

飯の峯中学校 

はんなん浄化センター

MIZUTAMA 館 

新耐震基準（昭和 57 年以降） 旧耐震基準（昭和 56 年以前） 

79,413 ㎡（49％） 82,672 ㎡（51％） 



 
 

 

 

 

 

 

本市の人口は、昭和40年

代から急速に増加しました

が、平成 14 年の 60,015

人をピークに減少に転じま

した。 

今後、人口の減少傾向は

変わらず少子高齢化が一層

進み、年齢構成が大きく変

わっていくことが予想され

ています。令和４年９月末

の人口から令和 27 年には

約 26％減少し、老年人口の

割合が令和２年時点の約

33％から令和22年にかけ

て増加と推計されています。 

 
 
 
 

今後 34 年間の更新費用を試算（総務省「更新費用試算ソフト」より試算）すると、公

共施設とインフラ資産を含めた資産全体では、約 947.8 億円で、1 年あたりの平均額にす

ると、約 27.9 億円となりました。これは、過去 15 年間の公共施設等に係る投資的経費

の年間平均額（約 17.6 億円/年）の約 1.6 倍にあたります。 

 
 
 
  

現状の施設を今後も維持した場合の更新費用は現状の 1.6 倍 

将来的な人口推移は少子高齢化がさらに進行 

人口の将来見通しと公共施設等の課題 
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実績値 推計値

阪南市の人口推移

令和 27 年の人口は 

令和 4 年より 26％減少 

公共施設等の更新費用_推計（施設総量を現状維持した場合） 
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公共施設 道路 橋りょう 下水道 実績値

実績値

2016～2021

4ヶ年平均

26.0億円/年

10ヶ年平均

24.6億円/年

10ヶ年平均

35.5億円/年

10ヶ年平均

24.4億円/年

投資的経費の

過去15年平均：17.6億円/年

将来に予測される

更新費用平均：27.9億円/年

今後 34 年間の更新費用は 

現状の 1.6 倍 



 
 

公共施設等総合管理計画に基づく個別施設計画（方針）の策定・見直し 

 

 
 
 
 

公共施設等のあり方についての基本方針を踏まえて、公共施設の縮減を検討した場合の

更新費用を試算した上で、今後の公共施設等の数量に対する数値目標を設定しました。 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

本計画に基づき、今後、施設ごとに個別施設計画（方針）の策定・見直しを行う予定で

す。 

本市が目指す将来都市像「共創による新しい地域価値が創造され、誰もが輝ける舞台都

市・阪南」の実現に向け、市民の皆様のご理解・ご協力をお願いします。 

 

  

①公共施設等総合 
管理計画改訂 

④施設保全ﾏﾆｭｱﾙ･ﾁｪｯｸﾘｽﾄによる
施設点検 

③個別施設計画策定・改訂 

②公共施設等の 
データ集積・更新 

令和４年度 令和５年度 令和６年度以降 

今後の公共施設等のあり方についての基本的な方針 

公共施設等の数量に対する数値目標 

市が保有する施設の総延床面積を令和 27 年度までに 
40％以上削減することを目標とします。 

 

■公共施設の延床面積 

令和４年度：16.2 万㎡⇒将来（令和 27 年度）：9.7 万㎡（6.5 万㎡減） 

■市民一人あたり延床面積 

令和４年度：3.14 ㎡/人⇒将来（令和 27 年度）：2.54 ㎡/人（0.60 ㎡/人減） 

 

 

 



 
 

 

 

現在、本市の公共施設等を現在と同じ規模で、将来にわたり維持し続けていくことは、

人口の推移や財政状況を踏まえると、非常に難しいと考えられます。 

こうした状況を踏まえ、将来にわたり持続可能な都市経営と市民サービスの維持・向上

を図っていくため、引き続き、取組みを進めます。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

人口減少や少子高齢化社会による厳しい財政状況の中、老朽化する公共施設等を維持、

更新していくため、施設の縮減、管理運営、維持管理等、さまざまな手法により効率的に

コストを抑え、公共施設等のマネジメントを推進します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

公共施設等マネジメントの推進に向けて 

公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本方針 

阪南市公共施設等総合管理計画・改訂版 –概要版-    令和４年度 

阪南市 総務部 行財政構造改革推進室 

〒599-0292 大阪府阪南市尾崎町 35 番地の 1 

電話 072-471-5678（代表） 

 
 
 
 人口や財源規模に見合った施設保有の最適化を図っていく必要があることから、市民ニーズ

を踏まえ整理統合・集約化・複合化・廃止・移譲等を検討します。 

施設の維持管理・更新を計画する際には、ライフサイクル全体を通したコスト縮減や長寿命化
につながるよう、予防保全による計画的な維持管理・更新を検討します。 

人口動向や施設の利用状況、周辺施設の状況等から、将来における施設の必要性や地域での役
割などを総合的に検討し、施設における維持管理費用の負担を軽減するべく、施設総量の最適
化を図ります。 

市民との協働による視点を含め、多様な主体と持続可能な管理運営方法を検討します。 

効率的かつ効果的な施設管理・運営を行っていくため、一元管理できる推進体制を整えます。 

（１） 公共施設等の整理統合・集約化・複合化・廃止・移譲等 

（３） 公共施設の施設保有量と延床面積の最適化 

（２） 公共施設等の長寿命化 

（５） 公共施設等マネジメントの一元化 

（４） 市民協働による公共施設の管理・運営 


